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事 業 報 告 

令和５年４月１日から 

令和６年３月31日まで 

１．当社グループの現況に関する事項 

 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、改善傾向に

ありました。 

こうした状況の下、高速道路事業として、お客さまに、より安全・快適に首都高速

道路をご利用いただくため、道路施設の損傷の早期発見のための点検の推進、発見し

た損傷の補修、自然災害への対応、走行環境の改善等に取り組んでまいりました。 

当社の利用交通量は、前期比2.4％増の102.2万台/日となっております。 

また、高速道路事業以外の事業として、５箇所の都市計画駐車場等の駐車場事業、

首都高速道路上の20箇所のパーキングエリアの運営及び管理等を展開してまいりまし

た。 

当連結会計年度の営業収益は340,266百万円（前期比3.0％減）、営業利益は4,379

百万円（前期は556百万円の営業損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,084

百万円（前期は467百万円の当期純損失）となりました。事業の部門別の業績の概

要については、次のとおりです。 

[高速道路事業] 

当社グループは、首都高速道路のネットワーク整備の推進と営業路線の清掃・点検

等の適正な管理を24時間365日体制で実施しており、営業路線延長は327.2kmとなって

おります。 

料金所周辺での渋滞緩和やお客さまのキャッシュレス化による利便性の向上等を図

るため、従来からＥＴＣの普及に努めているところです。また、近年のＥＴＣ利用率

拡大等の社会情勢の変化を踏まえ、35箇所の料金所について、ＥＴＣ専用入口として

運用しております。ＥＴＣの利用率は、令和６年３月平均が98.3％となり、前年同月

比0.2ポイント増となっております。 

また、お客さまサービスの一層の向上のため、ドライバー向けの情報に特化したカ

スタマーサイト、お客さまセンター、グリーンポスト及びお客さま満足度調査等を通

じて得られた改善に向けたお客さまの要望や意見の反映等を実施してまいりました。 

このような状況の中で、営業収益のうち、料金収入は、新型コロナウイルスの５類

移行など社会経済活動の正常化に伴い、273,537百万円（前期比1.0％増）となりまし

た。 

高速道路の新設・改築については、新大宮上尾道路等２路線10.4kmの整備を行って

まいりました。 

また、構造物の耐久性を向上させるため、床版の補強等を継続して行うとともに、

舗装の打ち替え等営業中路線において必要となる構造物等の修繕に加え、長期にわた

資料１
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りネットワークとしての機能を維持し構造物の安全性を確保するための特定更新等工

事（橋、トンネルその他の高速道路を構成する施設又は工作物で、損傷、腐食その他

の劣化により高速道路の構造に支障を及ぼすおそれが大きいものとして独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構に関する省令（平成17年国土交通省令第64号）第20

条の２で定めるものに係る当該施設若しくは工作物の更新に係る工事又はこれと同等

の効果を有すると認められる工事をいいます。）を行ってまいりました。 

当連結会計年度の営業収益のうち、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

（以下「機構」といいます。）への資産引渡しに伴う道路資産完成高は、前期比17.2％

減の53,616百万円となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の営業収益は327,284百万円（同2.5％減）となりまし

た。 

[駐車場事業] 

都市計画駐車場及び高架下等駐車場において、時間貸し、定期及び月極の営業を行

ってまいりました。 

当連結会計年度の営業収益は3,346百万円（同3.9％増）となりました。 

[受託事業] 

国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改築、維持、修繕等を実施してま

いりました。 

当連結会計年度の営業収益は 4,603 百万円（同 34.0％減）となりました。 

[その他の事業] 

休憩所等事業として、首都高速道路上の20箇所のパーキングエリアにおいて、お客

さまが気軽に立ち寄れる都市型パーキングエリアの実現を目指し、より利用しやすい

施設の運営を実施してまいりました。 

また、高速２号目黒線高架下賃貸施設及びトランクルーム、社宅跡地等を活用した

賃貸住宅の運営及び管理並びに当社グループが長年培ってきた技術力を活かしたコン

サルティング事業等を行ってまいりました。 

当連結会計年度の営業収益は5,939百万円（同4.9％増）となりました。 
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 資金調達の状況 

当連結会計年度の高速道路の新設、改築等に要する資金の一部に充当するため、次の

とおり借入金の借入れ及び社債の発行を行いました。 

①無利子調達 

借入先 借入月 借入額 

機構 
(独立行政法人日本高速道路保有･債務返
済機構法第12条第１項第４号に基づく無
利子借入) 

令和５年 10 月 ０億円 

 （注１） 

注１：１億円に満たないため０億円と表記しておりますが、借入額は１千万円です。 

②有利子調達 

種 別 
発行月 
(借入月) 

発行額 
(借入額) 

金融機関からの長期借入金（５年） 令和５年９月 100億円

第32回首都高速道路株式会社社債（５年公
募債） 

令和５年10月 300億円

金融機関からの長期借入金（５年） 令和５年12月 100億円

第33回首都高速道路株式会社社債（５年公

募債） 
令和６年２月 350億円

金融機関からの長期借入金（５年） 令和６年３月 100億円

金融機関からの長期借入金（５年） 令和６年３月 30億円

 設備投資等の状況 

当連結会計年度における設備投資総額は4,654百万円であり、主な設備投資等は、次

のとおりです。 

① 当連結会計年度中に完成した主要設備 

・高速道路事業：料金徴収施設の更新

・駐車場事業：都市計画駐車場施設の更新 

・その他の事業：休憩所等施設の更新 

② 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設･拡充 

・高速道路事業：ＥＴＣ設備の更新 

③ 当連結会計年度に実施した重要な固定資産の売却、撤去又は災害等による滅失 

該当事項はありません。 
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 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

該当事項はありません。 

 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 

 財産及び損益の状況の推移 

①当社グループの財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第 1 6 期
令和２年度

第 1 7 期
令和３年度

第 1 8 期
令和４年度

第 1 ９ 期
令和５年度
当連結会計年度

営業収益(百万円) 
親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純
損失（△）(百万円) 
１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり当期純損失金額（△）(円)
純資産額(百万円) 
総資産額(百万円) 

357,567
△4,500

△166.69

61,705
349,167

385,265
4,504

166.85

65,678
383,782

350,672
△467

△17.31

67,424
371,012

340,266
3,084

114.22

72,356
473,343

②当社の財産及び損益の状況の推移 

区 分 
第 1 6 期
令和２年度

第 1 7 期
令和３年度

第 1 8 期
令和４年度

第 1 ９ 期
令和５年度
当 事 業 年 度

営業収益(百万円) 
当期純利益又は当期純損失（△）
(百万円) 
１株当たり当期純利益金額又は１
株当たり当期純損失金額（△）(円)
純資産額(百万円) 
総資産額(百万円) 

353,146
△5,181

△191.91

48,571
327,583

380,496
3,499

129.59

52,070
362,317

344,903
△2,226

△82.47

49,843
346,127

334,178
1,748

64.75

51,591
446,194

 対処すべき課題 

当社グループは、「中期経営計画2024－2026」に基づき、①サステナビリティの推

進、②新事業創造への挑戦、③生産性の向上、④グループ総合力の強化の４つの基本

指針を踏まえ、以下の事項に取り組んでまいります。 
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［高速道路事業］ 

お客さまに、より安全・安心に首都高速道路をご利用いただけるよう、新技術を活用

し、効率的かつ着実に維持管理を実施するとともに、計画的な施設更新を推進し、新た

な交通管制中央装置の構築など情報システムの信頼性向上に取り組みます。また、日本

橋区間地下化事業の本体工事着手など更新事業を着実に推進し、羽田トンネル、荒川湾

岸橋の各種手続きの実施など新たな更新事業をスタートします。加えて、新技術を活用

し、首都直下地震、気象災害への対応を推進し、トンネル火災等特異事象への対応、工

事事故削減対策など危機管理の高度化に取り組みます。 

お客さまに、より快適に首都高速道路をご利用いただけるよう、日本橋区間地下化事

業に伴う新たな都心環状ルート（新京橋連結路）整備事業の事業着手に必要な都市計画

事業認可等の諸手続きを進めるとともに、新大宮上尾道路事業の推進など、ネットワー

クの更なる強化を進めます。また、将来交通量を踏まえた機能強化が必要な個所の選定

など渋滞緩和に取り組み、安全性向上施策や歩行者等立入対策などの交通安全対策を推

進します。加えて、ビックデータを活用した交通マネジメントに取り組むとともに、Ｅ

ＴＣ専用化の早期概成に向けてＥＴＣ利用促進の強化に取り組みます。更に、お客さま

ニーズの多様化に対応した情報提供の強化に取り組むとともに、ＤＸツールの活用など

お客さまセンターの高度化に取り組みます。そして、次世代の都市高速道路への進化を

目指し、自動運転への対応として求められる通信基盤のあり方について検討を進めます。 

技術開発・ＤＸの推進として、コスト縮減に資する省力化技術やＣＯ２削減技術の開

発・導入を推進するとともに、災害への迅速な対応を支援する技術の開発に取り組みま

す。また、次世代 i DREAMS の開発、多様なモビリティサービスに向けた技術の開発な

どの取り組みを進めるとともに、ＤＸ人材の育成のほか、ＤＸ関連の取り組みを社内外

に発信する基盤の構築などを推進します。 

［高速道路事業以外の事業］ 

成長分野への挑戦として、湾岸地区等における先端的物流施設の整備に向けた検討な

ど、地域の課題に応える新たな事業の創出に取り組むほか、首都高のリソースを活用し

た新たな事業や海外での新たな事業に挑戦します。また、駐車場事業等の既存事業を強

化・拡充するとともに、国内外でインフラ事業者が抱える課題解決をサポートする社会

インフラサポート事業を拡大・展開します。 

［サステナビリティに関する取組み］ 

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組みは、次のとおりでありま

す。 

   なお、本項において、将来に関する事項は、別段の表示が無い限り、当連結会計事業

年度末現在において判断したものであります。 

①ガバナンス及びリスク管理 

（ガバナンス） 

当社は、経営の意思決定、業務執行及び監督さらにはグループの統制、情報開示等
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について適正な体制を整備し、経営の健全性、効率性及び透明性の確保に努めており、

サステナビリティ関連を含む重要事項について、取締役会にて審議及び決議するとと

もに、その他必要に応じて取締役会及び経営会議に報告しています。なお、サステナ

ビリティの推進について、新たな推進体制を構築します。 

（リスク管理） 

当社は、気候変動・自然災害に関連するリスク、社会経済に関連するリスク、その

他の事業執行に関連するリスク等、サステナビリティに関連する課題を含むリスク全

般について、頻度や重要度を勘案し、毎年度、経営上重要なリスクやリスク管理方針

を経営会議の審議を経て定め、取締役会に報告するとともに、具現化したリスクにつ

いては、必要に応じ取締役会及び経営会議に報告するなど、対応状況を確認し、リス

ク管理を徹底しています。 

②戦略並びに指標及び目標 

（戦略） 

 気候変動が地球の存続に対するトップリスクであることを再認識し、首都高グルー

プ一丸となって、道路インフラを最大限に有効活用するとともに、省エネルギーの徹

底、再生可能エネルギーの最大限導入、新技術開発の積極的な推進によって、2050 年

カーボンニュートラルを目指すことを宣言し、「首都高カーボンニュートラル戦略」

を策定しています。 

本戦略では、ネットワーク機能強化への新たなアプローチ、社会インフラ企業とし

ての自助努力、グリーン社会との共創（産業界とのコラボ）という３つの基本方針を

定め、この基本方針に基づく 12 のプロジェクトに取り組んでいくこととしています。 

３つの基本方針 リーディングプロジェクト 

１.ネットワーク機能強化へ

の新たなアプローチ 

① 既存のネットワークを賢く使う交通マネジメント

の推進 

② ネットワークの充実 

２.社会インフラ企業として

の自助努力 

③ 建設時・維持管理の環境負荷低減 

④ 道路照明等事業活動の最大限の省エネルギー化 

⑤ 業務用車両への次世代自動車導入実施 

⑥ 企業活動におけるＣＯ２・廃棄物の削減 

⑦ 業務効率化のためのＤＸの戦略的導入 

３.グリーン社会との共創

（産業界とのコラボ） 

⑧ 新技術開発の推進 

⑨ 環境配慮型ＰＡの整備 

⑩ ＣＯ２吸収への取組み 

⑪ 次世代自動車普及のための環境整備 

⑫ 沿道環境の改善 
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（指標及び目標） 

 2050 年カーボンニュートラルの将来の姿を見据えながら、まずは、2030 年度に自

動車交通からのＣＯ２排出量約３割削減（2019 年度比）及び事業活動に伴うＣＯ２排

出量約５割削減（2019 年度比）を目標に取り組んでいきます。 

③人的資本に関する戦略並びに指標及び目標 

（戦略） 

ア 人材育成方針 

・人的資本経営の推進 

急激な環境変化や将来の諸課題に対応するための多様な人材の確保・育成、

社員の多様性を活かした機動的な人員配置及び戦略的なジョブローテーショ

ンの実施、ＯＪＴ、ＯＦＦ－ＪＴ、自己啓発を基本としつつ、新たな技術や課

題に対応するためのリスキリングや学び直しを取り入れた人材育成、社員個人

に着目した今後のキャリア形成につながる育成支援の充実、ダイバーシティ・

エクイティ＆インクルージョンの推進、子育てや介護等社員のライフステージ

に応じた柔軟な働き方の推進を通じて、人的資本経営の推進を図ります。 

・技術力、ノウハウの伝承 

首都高を管理する技術力や知識・経験の伝承を確実なものにするための社内

活動の推進（エキスパート制度等）を通じて、技術力、ノウハウの伝承を図り

ます。 

・グローバル人材の育成 

海外技術コンサルティング事業や国際貢献事業への参画と海外留学経験に

よる グローバル人材の育成、国際会議等への参加の推進によるグローバルマ

インドの醸成を通じて、グローバル人材の育成を図ります。 

イ 社内環境整備方針 

・働き方改革の深化・社員のエンゲージメントが向上する施策の推進 

更なる相互理解の促進等による肯定感、連帯感があり、成長実感が得られる

職場づくり、子育てや介護等との両立も見据えた多様な勤務体系の構築、執務

環境の改善、業務の棚卸等による業務改善の推進、ＤＸや生成ＡＩ等の更なる

活用による業務の効率化、人事評価制度の適切な運用、役割と活躍に応じた処

遇の実施、個人の特性に応じた多様なキャリアパスの実現、健康増進メニュー

等各種福利厚生施策の推進を通じて、働き方改革の深化・社員のエンゲージメ

ントが向上する施策の推進を図ります。 
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（指標及び目標） 

多様な人材が長期にわたり活き活きと働ける環境の提供を目指しており、以下の指

標及び目標を設定しております。 

指標 目標 実績

管理職に占める女性比率 ３％以上 2.8％ 

（令和６年３月31日時点） 

新規採用における女性採用

比率 

毎年40％程度 31％ 

（令和５年度） 

女性の育児休業取得率（注

２） 

100％を維持 133.3％ 

（令和５年度） 

男性の育児休業又は育児目

的休暇取得率（注３） 

100％ 100% 

（令和５年度） 

新卒採用から10年度（前後

３年平均）の定着率（注

４） 

男性 85％ 

女性 75％ 

男性 87％ 

女性 89％ 

（令和６年３月31日時点） 

注１：上記の指標及び目標は、当社に係るものであります。 

注２：公表前事業年度に育児休業をした女性労働者数を公表前事業年度に出産した

女性労働者数で除して得た割合を示しています。 

注３：公表前事業年度に育児休業又は育児目的休暇を取得した男性労働者数を公表

前事業年度に配偶者が出産した男性労働者数で除して得た割合を示していま

す。 

注４：新卒採用から10年度（前後３年平均）の定着率は、平成25年度から平成27年

度までにおける新卒採用者のうち、令和６年３月31日時点において当社に在籍

している者の割合を示しています。 

 主要な事業内容(令和６年３月31日現在) 

当社は、高速道路事業、駐車場事業、受託事業及びその他の事業の４部門に関係する

事業を行っております。 

それぞれの事業の内容は次のとおりです。 

事業名 事業の内容 

高速道路事業 
高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その
他の管理等 

駐車場事業 駐車場等の運営及び管理 

受託事業 
国、地方公共団体等の委託に基づく道路の新設、改
築、維持及び修繕等 

その他の事業 
休憩施設、高速道路の高架下賃貸施設等の運営及
び管理並びに技術コンサルティング事業等 
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 主要な事業所(令和６年３月31日現在) 

本社 東京都千代田区 

東京西局 東京都千代田区 

東京東局 東京都中央区 

神奈川局 神奈川県横浜市西区 

更新・建設局 東京都千代田区 

 従業員の状況(令和６年３月31日現在) 

   ①当社グループの従業員の状況 

事業部門の名称 従業員数(名) 対前期比増減 

高速道路 事業 4,236
[292]

４名減
[14名増]

受託事業 

駐車 場事業 
122
[51]

13名減
[10名減]

その他の事業 

全社（共通） 
156
[-]

３名増
 [-]

計 
4,514
[343]

14名減
[４名増]

注１：臨時従業員数は、[ ]内に年間平均人員を外数で記載しております。 

②当社の従業員の状況 

従業員数(名) 前期末比増減(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 

1,131 ９名増 43.9 18.1 

注１：従業員数は就業員数であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社

への出向者を含みます。 

注２：平均勤続年数は、首都高速道路公団における勤続年数を含んでおります。 
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 重要な親会社及び子会社の状況 

①親会社との関係 

該当事項はありません。 

②子会社の状況 

名称 
資本金 
(百万円)

出資比率 
(%) 

主要な事業内容 

首都高トールサービス西東京㈱ 90 58.0 
高速道路事業(料金収
受業務) 

首都高トールサービス東東京㈱ 90 100.0 
高速道路事業(料金収
受業務) 

首都高トールサービス神奈川㈱ 90 71.0 
高速道路事業(料金収
受業務) 

首都高パトロール㈱ 5 0 100.0 
高速道路事業(交通管
理業務) 

首都高カー・サポート㈱ 20 
100.0 

(100.0) 
高速道路事業(交通管
理業務) 

首都高技術㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(構造物点検)) 

首都高メンテナンス西東京㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(土木)) 

首都高メンテナンス東東京㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(土木)) 

首都高メンテナンス神奈川㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(土木)) 

首都高電気メンテナンス㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(電気)) 

首都高ＥＴＣメンテナンス㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(ＥＴＣ)) 

首都高機械メンテナンス㈱ 90 100.0 
高速道路事業(維持修
繕業務(機械)) 

首都高アソシエイト㈱ 90 100.0 
高速道路事業(用地管
理等業務) 

首都高速道路サービス㈱ 90 100.0 
駐車場事業、その他の
事業 

首都高デジタル&デザイン㈱ 40 
33.5 

(33.5) 
[20.3] 

その他の事業 

首都高保険サポート㈱ 10 
100.0 

(100.0) 
その他の事業 

首都高パートナーズ㈱ 10 
100.0 

(100.0) 
その他の事業 

注１：出資比率の（ ）内は、間接所有割合で内数、［ ］内は、緊密な者又は同

意している者の所有割合で外数となっております。 
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 主要な借入先及び借入額(令和６年３月31日現在) 

借入先 借入残高(億円) 

農林中央金庫 232 

㈱三井住友銀行 95 

機構 90 

㈱みずほ銀行 79 

信金中央金庫 70 

 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関

する方針 

該当事項はありません。 

 その他会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

２．株式に関する事項(令和６年３月31日現在)  

 発行可能株式総数   ： 108,000,000株 

 発行済株式の総数   ：  27,000,000株 

 当事業年度末の株主数 ： ７名 

 株主 

氏名又は名称 
持株数 
(株) 

発行済株式（自己
株式を除く。）の総
数に対する持株数
の割合(%)

財務大臣  13 ,499, 997 49.99

東京都 7,215 ,618 26.72

神奈川県 2,236 ,443 8.28

埼玉県 1, 593,702 5.9 0

横浜市 1,203,12 1 4 .45

川崎市 1,033, 322 3.82

千葉県 217,797 0.80

計 27 ,000, 000 100.00

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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４．会社役員に関する事項 

 取締役及び監査役に関する事項 

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況等 

取締役会長 根岸
ね ぎ し

 修史
なおふみ

代表取締役社長 前田
ま え だ

 信
のぶ

弘
ひろ 最高経営責任者兼最高執行責任者 

代表取締役 寺山
てらやま

 徹
とおる

代表取締役 藤井
ふ じ い

 健
たけし

取締役 土井
ど い

 弘
ひろ

次
つぐ

取締役 江戸
え ど

 耕
こう

介
すけ

監査役（常勤） 森末
もりすえ

 治
おさむ

監査役（非常勤） 青井
あ お い

 康
やす

文
ふみ

監査役（非常勤） 濵名
は ま な

 節
せつ

監査 役（非常勤） 田中
た な か

 里沙
り さ

注１：取締役根岸修史氏は、会社法（平成17年法律第86号）第２条第15号に定める社外

取締役です。 

注２：監査役は全員、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。  

注３：監査役濵名節氏は、東急株式会社の財務部門において長年の経験を有しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

 社外役員に関する事項 

 根岸修史 森末治 青井康文 濵名節 田中里沙 

① 当事業年度におけ

る主な活動状況 
別記１ 別記１ 別記１ 別記１ 別記１ 

② 社外役員の報酬等

の総額 
別記２ 別記２ 別記２ 別記２ 別記２ 

別記１：社外取締役根岸修史氏については、当事業年度のうち、在任期間中開催の取

締役会すべてに出席し、また、定期的に実施している業務報告の場等におい

て、長年にわたる会社経営等での豊富な経験と見識を活かし、業務執行者か

ら独立した客観的な立場で会社経営の監督を行う等の当社が社外取締役と
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して期待する役割を果たすため、必要な発言を適宜行っております。 

社外監査役森末治氏については、当事業年度開催の取締役会及び監査役会す

べてに出席し、必要な発言を適宜行っております。 

社外監査役青井康文氏、濵名節氏及び田中里沙氏については、当事業年度開

催の取締役会及び監査役会13回のうち12回に出席し、必要な発言を適宜行っ

ております。 

別記２：社外役員の報酬等の総額については、｢４．会社役員に関する事項  取締

役及び監査役に対する報酬等の額｣に記載のとおりです。 

 取締役及び監査役に対する報酬等の総額等 

区分 支給人数 
報酬等の種類別の額 

計 
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等 

取締役 ６名 102 百万円 - - 102 百万円

監査役 ４名 30 百万円 - - 30 百万円

計 10 名 133 百万円 - - 133 百万円

注１：平成17年９月21日開催の創立総会決議による取締役の報酬総額は年額２億円以

内、監査役の報酬総額は年額7,000万円以内です。 

なお、当社取締役の員数は10名以内、監査役の員数は４名以内と定款に定めて

おります。 

  責任限定契約に関する事項 

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等であるもの

を除く。）及び監査役との間に、同法第423条第１項に規定する取締役及び監査役の損

害賠償責任を、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度額として限定す

る契約を締結することができる旨を定款に定めており、社外取締役根岸修史氏及び監

査役全員それぞれとの間で責任限定契約を締結しております。その契約内容の概要は

次のとおりであります。 

・当該取締役又は監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場

合は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記責任が認められるのは、当該取締役又は監査役がその原因となった職務の遂行

について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 

 その他会社役員に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

５．会計監査人の状況 

 会計監査人の名称 
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ＥＹ新日本有限責任監査法人 

 

 当該事業年度中に辞任した又は解任された会計監査人に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 現在の業務停止処分に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 過去２年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容とすべきと判

断した事項 

該当事項はありません。 

 

 責任限定契約に関する事項 

該当事項はありません。 

 

  補償契約に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

 報酬等の額 

区分 報酬等の額 

報酬等の額 63 百万円 

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 68 百万円 

   注１：当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。 

注２：監査役会は、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し報告を受け、

会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況及び報酬見積りの相当性等につい

て必要な検討を行い、その内容は適正であると判断したため、会計監査人の報酬

等の額について同意いたしました。 

注３：当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務で

ある、普通社債発行に係るコンフォートレター作成業務についての対価を支払

っております。 

 

 解任又は不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目のいずれかに該当

すると判断した場合、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。 

また、上記の場合のほか、監査役会は、会計監査人の適格性、独立性、信頼性及び
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職務執行状況等を総合的に勘案し、必要があると判断した場合は、株主総会に提出す

る会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定します。 

 

 

６．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項 

 決議の内容の概要 

  当社は、平成18年５月18日開催の取締役会において、当社の業務の適正を確保するた

めの体制整備の基本方針を決議いたしました。（最終改正：平成27年５月21日）
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首都高速道路株式会社の業務の適正を確保するための体制整備の基本方針 

当社は、基本理念として｢首都圏のひと･まち･くらしを安全・円滑な首都高速道路ネットワー
クで結び、豊かで快適な社会の創造に貢献｣することを掲げている。 
本基本方針は、｢基本理念｣を実現するために必要となる、｢会社の業務の適正を確保するため

の体制整備｣を目的とする。 

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
取締役会を原則として月１回開催し、重要事項の決議を行うほか、四半期毎に職務執行状

況の報告を行うこと等を通じて、取締役の職務を相互に監督し、取締役の職務執行の適法性を
確保するよう努める。監査役は、取締役会に出席すること等により、取締役の職務執行の適法
性を確保するための牽制機能を発揮する。 

また、代表取締役社長を委員長、取締役を委員、監査役及び従業員代表（労働組合委員長）
を社内特別委員、社外有識者を社外特別委員として構成する｢コンプライアンス委員会｣を設
置し、コンプライアンスに関する基本方針の決定、体制の整備、施策の実施を推進する。 
｢コンプライアンス委員会｣の審議を経て取締役会が定めた｢企業倫理憲章｣及び｢社員行動

倫理規範｣に基づき、取締役は法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとることとし、法令
遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 
｢文書取扱準則｣に従い、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記録し、

保存する。取締役及び監査役は、同準則により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとす
る。 

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
事業の遂行、ＥＴＣ等各種システムの運営、事務執行等に係るリスクについては、担当部門

において、洗い出しを行うとともに、それぞれのリスクの管理のため、社内規則の制定、マニ
ュアルの作成・周知、研修の実施等の必要な措置を講じる。 
リスク管理のために必要な事項、リスクが具現化した場合の対応等は、｢リスク管理規則｣に

より定める。 
特に、災害、事故等の緊急時の即応体制については、日頃から全社員に徹底し、随時、訓練

を実施する。 
また、入札及び契約に関しては、社内のチェックに加え、外部の有識者で構成する｢入札監

視委員会｣の審査を受け、その適正化を推進する。 
組織横断的なリスクへの対応については、経営企画部門が総合調整するものとする。 
取締役会及び｢経営会議｣（社長、執行役員及び常勤監査役をもって構成する会議。原則とし

て週１回開催。）は、これらの実施状況を監督し、リスク管理を徹底する。 
新たに生じたリスクについては、社長が速やかに対応責任者となる取締役及び対応部門を

定め、取締役会に報告する。 

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
職務権限や意思決定ルールを明確にする｢権限規則｣等の制定、取締役会による｢中期経営

計画｣及び｢年度経営計画｣の策定とこれに基づく業績目標の設定、｢経営会議｣での主要業績
指標の月次レビューと対応策の検討等により、取締役の職務の執行の効率化を図る。 
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５．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
取締役会が定めた｢企業倫理憲章｣及び｢社員行動倫理規範｣に基づき、社員は法令、定款及

び社会規範を遵守した行動をとることとし、取締役は、｢企業倫理憲章｣及び｢社員行動倫理規
範｣の解説等を含む｢首都高コンプライアンスマニュアル｣を作成し、全社員に配付すること
等により、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。 
業務の遂行に伴う不正行為等について、これを看過することなく、職場における業務の透

明性を一層向上させるため、電話、封書、オンライン又は面談によって、社員が直接、社外
の弁護士又は社内の内部通報窓口に情報提供を行う手段として｢アラームネット｣（内部通報
制度）を設置･運営する。通報をした者に対して不利益な扱いをしない旨及び通報窓口以外の
者が通報を受けた場合の取扱いを社内規則に明記すること等により、実効性の向上を図る。 
内部監査担当部門が、社員のコンプライアンスの状況を監査する。 

６．当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制及び当該職
務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

首都高グループにおける内部統制の構築を目指し、当社経営企画部門においてグループ全
体の内部統制を担当する。当社の取締役会が定めた｢子会社管理規則｣に基づき、首都高グル
ープ内での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示･要請の伝達等が効率的に行われるシ
ステムを含む体制を構築する。そのため、当社及びグループ会社の情報共有･意見交換の場と
して、当社の役員及びグループ会社の社長からなる｢グループ会社社長会｣を定期的に開催す
る。 

なお、当社及びグループ会社の取締役は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の
確立と運用の権限と責任を有することとする。 

７．当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
「リスク管理規則」に基づき、グループ会社においては当該規則を準用してリスク管理を

行うとともに、グループ会社において重大なリスクが具現化した場合においては、直ちに当
社に報告することとする。 

８．当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制 

当社の監査役は、必要に応じてグループ会社の業務状況等を調査するとともに、当社の内
部監査担当部門が、当社及びグループ会社の内部監査を実施し、その結果を当社及びグルー
プ会社の社長に報告する。当社の経営企画部門は、内部統制の改善策の指導、実施の支援・
助言を行う。  
グループ会社も「アラームネット」の対象にするとともに通報窓口の設置について周知す

ることにより、実効性の向上を図る。 

９．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、その使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当社の監査役の当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査役室を設置し、社内業務に精通した使用人を配置する。 
当該使用人は、監査役の指示に従って、その監査職務の補助を行うこととする。 
監査役室の使用人の人事異動については、事前に取締役から監査役に協議するものとす

る。また、当該使用人を懲戒に付する場合には、取締役はあらかじめ監査役の承諾を得るも
のとする。 

１０．当社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制 
取締役会及び｢経営会議｣に監査役が出席し、取締役及び社員の業務遂行状況について、監

査役が詳細に把握できる体制を確保する。 
取締役及び使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、｢経営会議｣の議案、首都高

グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、｢アラームネット｣による通報状
況及びその内容を速やかに報告する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）につ
いては、取締役と監査役会との協議により決定する。 
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１１．当社の子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制 
グループ会社の役員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた当社の者が、グループ会社

における業務遂行状況について、適時、当社の監査役に報告するため、「グループ会社社長会」
等の体制を確保する。 

１２．当社の監査役に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
監査役に報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けることを禁

止する。 

１３．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務については、法令に基づき、速やかにその

処理を行うこととする。 

１４．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を開催するとともに、その他の取締役につ

いても適宜、意見交換の場を設けるものとする。 
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 体制の運用状況の概要 

１．当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
取締役会を原則月１回開催し、重要事項の決議を行ったほか、四半期毎の職務執行状況の

報告等を行った。 
また、「コンプライアンス委員会」を定期に開催し、コンプライアンスに関する事項を報告

し、委員間で意見交換を行うことにより、職務執行に係る法令及び定款への適合性を確保する
よう努めた。 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 
取締役会で報告を行っている職務執行状況報告等について、報告資料データを適切に保存

するとともに、社内イントラネット上に掲載することにより、常時閲覧提供している。 

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
事業の遂行や事務執行等に係るリスクについては、「リスク管理規則」に基づき、「経営上重

要なリスク」及び「リスク管理方針」を定め、必要に応じて見直しを行うとともに、当社及び
グループ会社におけるリスク管理の実施状況のフォローアップを行った。 
入札及び契約に関しては、外部の有識者で構成する「入札監視委員会」を定期に開催し、そ

の適正化を推進した。 

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
「権限規則」等による職務権限や意思決定ルールの明確化、取締役会決議を経て決定して

いる「中期経営計画」及び「年度経営計画」における目標設定、毎月の経営会議での月次報
告を通じての主要業績指標レビュー等を実施した。 

５．当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
取締役会が定めた「企業倫理憲章」及び「社員行動倫理規範」の解説等を含む「首都高コン

プライアンスマニュアル」を活用した各種階層別研修や講習会等を実施した。 
また、業務の遂行に伴う不正行為等について、職場における業務の透明性を一層向上させる

ため、「アラームネット」（内部通報制度）を運営している。 
内部監査については定期的に実施し、社員の業務遂行が法令等に則り適正に行われている

か等について監査した。 

６．当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制及び当該職
務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社取締役等とグループ会社の社長からなる首都高グループ社長会等を定期的に開催し、
首都高グループ内での内部統制に係る協議、情報の共有化、指示・要請の伝達、コンプライア
ンスの徹底等を行った。 

７．当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
「リスク管理規則」に基づき、グループ会社において当該規則を準用して「リスク管理方針」

を定めており、当該方針によりリスク管理を行った。 
また、当該規則に基づきグループ会社において重大なリスクが具現化した場合には、直ちに

当社に報告することとしている。 
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７．会社の支配に関する基本方針 

該当事項はありません。 

注：本事業報告中の記載金額及び比率その他は、表示単位未満を切捨てて表示しております。 

ただし、１頁中の利用交通量及びＥＴＣの利用率に係る数値、１頁から２頁中の前期比比率、

９頁の実績に係る数値並びに11頁の出資比率については四捨五入で表示しております。 

８．当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制 

グループ会社に対する監査については、定期に実施し、その結果をグループ会社に対して通
知した。 
内部通報制度については、全てのグループ会社で各々のアラームネットを運用しており、そ

の周知を図っている。 

９．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、その使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当社の監査役の当該
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

監査役室に社内業務に精通した社員を専任で配置し、監査役の指示に従って監査業務の補
助を行っている。 
なお、監査役室の社員に係る人事異動については、事前に取締役から監査役への協議を行っ

ている。 

１０．当社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制 
定期的に開催する取締役会及び経営会議に監査役が出席した。 
また、監査役会に対して、経営会議の議案、首都高グループに重大な影響を及ぼす事項、内

部監査の実施状況、「アラームネット」による通報状況及びその内容を速やかに報告すること
としている。 

１１．当社の子会社の取締役等が当社の監査役に報告するための体制 
グループ会社の業務執行状況等について報告するため、当社取締役等とグループ会社の社

長からなる首都高グループ社長会等に監査役が出席した。 
 また、監査役と各グループ会社社長との意見交換を実施した。 

１２．当社の監査役に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
方針に基づき、当該報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ることを禁止している。 

１３．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務については、監査役監査基準に基づき、当

社に対して請求のあったものについて、速やかに処理を行っている。 

１４．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
監査役と代表取締役を含む各取締役は、定期的に意見交換を行っている。 
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附属明細書(事業報告関係) 

１．会社役員の他の会社の業務執行取締役等との兼職状況の明細 

事業報告 13頁｢４．会社役員に関する事項  取締役及び監査役に関する事項｣に記載のとお

りです。



首都高速道路株式会社

(単位：百万円）

Ⅰ流動資産

22,107

76,886

5,705

495

89,000

　棚卸資産

205,869

750

271 206,891

867

　前払金 4,502

1,733

△ 176

流 動 資 産 合 計 408,013

Ⅱ固定資産

21,976

△ 10,210 11,766

35,271

△ 17,789 17,482

46,607

△ 30,573 16,034

8,849

△ 7,265 1,583

6,641

△ 4,437 2,204

7,597

296

△ 147 149

1,781 58,599

22

2,108 2,131

516

1,834

1,720

528 4,599

固 定 資 産 合 計 65,330

資 産 合 計 473,343

　　構築物

連　結　貸　借　対　照　表

令和６年３月31日

資　産　の　部

　現金及び預金

　高速道路事業営業未収入金

　未収入金

　有価証券

　　仕掛道路資産

　　　減価償却累計額

　その他

　貸倒引当金

　有形固定資産

　　建物

　　　減価償却累計額

　　車両運搬具

　　貯蔵品

　　その他の棚卸資産

　受託業務前払金

　　繰延税金資産

　　その他

　無形固定資産

　　　減価償却累計額

　　機械及び装置

　　　減価償却累計額

　　建設仮勘定

　契約資産

　　敷金

　　工具、器具及び備品

　　　減価償却累計額

　　土地

　　リース資産

　　　減価償却累計額

　　リース資産

　　その他

　投資その他の資産

　　投資有価証券



Ⅰ流動負債

47,463

1,450

6,825

73

13,432

1,263

486

1,627

131

1,701

1,490

流 動 負 債 合 計 75,945

Ⅱ固定負債

188,000

94,210

15,500

125

176

26,761

267

固 定 負 債 合 計 325,041

負 債 合 計 400,987

Ⅰ株主資本

　資本金 13,500

13,500

44,874

株 主 資 本 合 計 71,874

　退職給付に係る調整累計額 △ 1,079

その他の包括利益累計額合計 △ 1,079

1,561

純 資 産 合 計 72,356

負 債 ・純資産 合計 473,343

負　債　の　部

　未払法人税等

　預り金

　賞与引当金

　受託業務契約負債

　契約負債

　短期借入金

　一年以内返済予定長期借入金

　リース債務

　未払金

　高速道路事業営業未払金

Ⅱその他の包括利益累計額

Ⅲ非支配株主持分

　その他

純　資　産　の　部

　資本剰余金

　利益剰余金

　リース債務

　役員退職慰労引当金

　退職給付に係る負債

　その他

　その他の長期借入金

　道路建設関係社債

　道路建設関係長期借入金



首都高速道路株式会社

（単位：百万円）

Ⅰ営業収益 340,266

Ⅱ営業費用

184,144

140,067

11,675 335,887

4,379

1

106

70

169 347

36

10

22 69

4,657

Ⅴ特別損失

100 100

4,557

1,420

175

2,961

122

3,084

　助成金収入

Ⅲ営業外収益

　受取利息

連　結　損　益　計　算　書

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

　道路資産賃借料

　高速道路等事業管理費及び売上原価

　販売費及び一般管理費

営 業 利 益

　原因者負担収入

　その他

親会社株主に帰属する当期純利益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

非支配株主に帰属する当期純損失

　支払利息

Ⅳ営業外費用

　その他

経 常 利 益

　臨時損失

　寄付金



第４号様式

首都高速道路株式会社
（単位：百万円）

当期首残高 13,500 13,500 41,790 68,790 △ 3,050 △ 3,050 1,684 67,424

当期変動額

親会社株主に帰属す
る当期純利益

3,084 3,084 3,084

株主資本以外の項目
の当期変動額（純
額）

1,970 1,970 △ 123 1,847

当期変動額合計 － － 3,084 3,084 1,970 1,970 △ 123 4,931

当期末残高 13,500 13,500 44,874 71,874 △ 1,079 △ 1,079 1,561 72,356

連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

株　　　主　　　資　　　本

非支配株主持分 純資産合計

資　本　金 資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

その他の包括利益累計額

株主資本合計
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計



連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1 連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 17 社
連結子会社の名称 首都高トールサービス西東京㈱

首都高トールサービス東東京㈱
首都高トールサービス神奈川㈱
首都高パトロール㈱
首都高カー・サポート㈱
首都高技術㈱
首都高メンテナンス西東京㈱
首都高メンテナンス東東京㈱
首都高メンテナンス神奈川㈱
首都高電気メンテナンス㈱
首都高ＥＴＣメンテナンス㈱
首都高機械メンテナンス㈱
首都高アソシエイト㈱
首都高速道路サービス㈱
首都高デジタル＆デザイン㈱
首都高保険サポート㈱
首都高パートナーズ㈱

2 持分法の適用に関する事項
（1） 持分法適用の関連会社数 0 社

（2）

3 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、３月31日であり、連結決算日と同一であります。

4 会計方針に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券
その他有価証券（市場価格のない株式等）
移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産
仕掛道路資産
個別法による原価法を採用しております。

貯蔵品

（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～50 年
構築物 ２年～60 年
機械及び装置 １年～17 年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用して
おります。

また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したものは建設価額に
算入しております。

なお、当社が首都高速道路公団から承継した資産については、経過年数を考慮した耐用年数を採用しております。

持分法を適用していない関連会社（インフラドクターソフトサービス運営有限責任事業組合）は、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務費・人
件費等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用その他道路資産の取得に伴い発生し
た費用の額を加えた額としております。



（3） 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

②賞与引当金
従業員へ支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

（4） その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①繰延資産の処理方法
道路建設関係社債発行費
支出時に償却しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法

数理計算上の差異の費用処理方法

過去勤務費用の費用処理方法

③収益及び費用の計上基準

高速道路事業

受託事業

④消費税等の会計処理

5 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

6 会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,834 百万円

（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行
義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

高速道路事業においては、高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧及びその他の管理等を行っております。料金
収入については、顧客が当社の管理する道路を通行した時点で収益を認識しております。また、道路資産完成高は、高
速道路事業等会計規則に基づき、仕掛道路資産を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した
時点で収益を認識しております。

受託事業においては、当社における高速道路事業と併せて施行することとされた他の道路の新設、改築、維持、修繕等
を国、地方公共団体等の委託に基づき実施しております。このうち、長期の工事契約については、一定の期間にわたり履
行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。

各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「原因者負担収入」は、重要性が増したため、当連
結会計年度より独立掲記しております。なお、前連結会計年度における「原因者負担収入」の金額は117百万円でありま
す。

繰延税金資産の認識は、将来の合理的な見積可能期間内の課税所得の見積額を限度として、当該期間内の一時差
異等のスケジューリングの結果に 基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。当該見積りは、将来の不確
実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際 に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

また、前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「保険返戻金」は、営業外収益総額の100分の10
以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税及び地方消費税につい
ては、仕掛道路資産に係るものは仕掛道路資産の取得原価に算入し、それ以外は費用処理しております。

その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準を採用しております。



（連結貸借対照表に関する注記）

1 担保資産及び担保付債務

2 保証債務

3 併存的債務引受

4 有形固定資産の取得原価から控除した圧縮記帳累計額 175 百万円

（連結損益計算書に関する注記）

臨時損失
社会貢献による医療費助成制度への拠出金 100 百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数　　 普通株式 27,000 千株

（金融商品に関する注記）

1 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

2 金融商品の時価等に関する事項

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第15条の規定により、当社が高速道路の
新設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担し、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
により引き受けられた債務204,978百万円については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を
負っております。

高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第８条の規定により、当社の総財産を道路建設関係社債188,000百万円
の一般担保に供しております。

令和６年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

その他の長期借入金は、料金徴収施設等の事業用設備に係る設備投資資金の調達を目的としたものであり、償還日は
決算日後、最長で５年後であります。
また、営業債務、社債及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は、当社の社内規則に従い、各部署からの
報告を基に財務部が資金繰計画を作成・更新するとともに、銀行と当座貸越契約を締結すること等により、流動性リスク
を管理しております。

なお、当該債務のうち、社債に係る債務96,000百万円（額面）について、当社の総財産を一般担保に供しております。

営業債務である高速道路事業営業未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

有価証券は、譲渡性預金の残高であります。当社における一時的な余資の運用は社内規則に従い、譲渡性預金、国
債、地方債及び政府保証債に対象を限定しており、信用リスクは僅少であります。
投資有価証券である株式は、非上場株式であり、市場価格の変動に係るリスクはありませんが、発行会社の財政状態の
悪化により実質価額が低下するリスクがあるため、発行会社の財政状態を把握し保有状況の見直しを行ってまいります。

営業債権である高速道路事業営業未収入金は、ＥＴＣ料金に係るカード会社の未収入金が大部分を占めており、信用
リスクは僅少であります。

当社グループは、主に独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と締結した「都道首都高速１号線等に関する
協定」に基づく高速道路の新設、改築等を行うために必要な資金を社債発行や銀行借入により調達しております。一時
的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に併存的債務引受けにより引き渡した道路建設関係長期借入金
10,570百万円が減少しております。

道路建設関係社債及び道路建設関係長期借入金は、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と締結した
「都道首都高速１号線等に関する協定」に基づく高速道路の新設、改築等に必要な資金の調達を目的としたものであ
り、当該新設、改築等を行った高速道路に係る道路資産が道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第51条第２
項ないし第４項の規定により独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に帰属するときにおいて、当該資産に対
応する債務として独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引受けられます。

道路建設関係長期借入金の一部は変動金利でありますが、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引受
けられるまでの期間が最長５年と短いため、金利の変動リスクは低くなっております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 道路建設関係社債 188,000                  187,429                  △ 571 

(2) 道路建設関係長期借入金 96,035                   95,801                   △ 233 

(3) その他の長期借入金 20,500                   20,432                   △ 67 

304,535                  303,663                  △ 871 負債計



(*1)

(*2)

(*3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

（注1）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注2）社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

3 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

レベル１の時価：

レベル２の時価：

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

道路建設関係社債

道路建設関係長期借入金及びその他の長期借入金

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな
る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用
いて算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、
時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

当社の発行する道路建設関係社債の時価は、相場価格により算定しており、市場での取引頻度が低く、活発な市場に
おける相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類しております。

道路建設関係長期借入金及びその他の長期借入金の時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金ごとに、そ
の元利金の合計額と、同様の新規借入を行った場合想定される利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル
２の時価に分類しております。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態が実
行後大きく異なっていないことから、時価と近似していると考えられるため、帳簿価額を時価としております。

現金は注記を省略しており、預金、高速道路事業営業未収入金、有価証券及び高速道路事業営業未払金は短期間
で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

市場価格のない株式等は、時価開示の対象としておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりで
あります。

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額
が変動することもあります。

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 516

(単位：百万円）

１年超 ２年超 ３年超 ４年超

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内

　道路建設関係社債 -                -                75,000         48,000         65,000         -

　道路建設関係長期借入金 1,825          -                20,706         37,204         30,000         6,300

　その他の長期借入金 5,000          5,000          5,000          4,000          1,500          -

合計 6,825          5,000          100,706       89,204         96,500         6,300

１年以内 ５年超

(単位：百万円）

１年以内

　現金及び預金 22,107

　高速道路事業営業未収入金 76,886

　有価証券 89,000

合計 187,993

(単位：百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　道路建設関係社債 -                187,429       -                187,429

　道路建設関係長期借入金 -                95,801         -                95,801

　その他の長期借入金 -                20,432         -                20,432

合計 -                303,663       -                303,663

時価



（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 2,622円 02銭
１株当たり当期純利益金額 114円 22銭

（収益認識に関する注記）

1 収益を分解した情報

2 収益を理解するための基礎となる情報

3 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

事業等を含んでおります。

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、95,748百万円であり、当社及び連結子会社
は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて令和６年から令和23年の間で収益を認識することを見込んでい
ます。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「4会計方針に関する事項（4）その他連結計算書類の
作成のための重要な事項③収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、休憩所等事業及び高架下賃貸施設(注)

(単位：百万円）

高速道路事業 駐車場事業 受託事業 計

　料金収入 273,537       -                -                273,537       -                273,537

　道路資産完成高 53,616         -                -                53,616         -                53,616

　その他 130             -                4,603          4,734          4,681          9,415

　顧客との契約から生じる収益 327,284       -                4,603          331,887       4,681          336,569

　その他の収益 -                3,341          -                3,341          355             3,697

　外部顧客への売上高 327,284       3,341          4,603          335,229       5,037          340,266

報告セグメント その他
（注）

合計



首都高速道路株式会社

(単位：百万円）

Ⅰ流動資産

8,036

76,920

4,254

495

0

89,000

205,483

298

930

1,770

185

906

△ 175

流 動 資 産 合 計 388,107

Ⅱ固定資産

2,895

16,858

16,013

678

329

268

986 38,030

443 38,474

3,310

129

9

2

112 3,564 3,564

82

30

207

1,928 2,249 2,249

28

0

0

1

28 58 58

3,378

27

28

24

572

5,264

9

588 9,893

438 10,331

　　　建設仮勘定

　　無形固定資産

　　　構築物

　　　機械及び装置

　　　車両運搬具

　　　工具、器具及び備品

　　　土地

　　　リース資産

　　　建設仮勘定

　ⅴ各事業共用固定資産

　　有形固定資産

　　　建物

　　有形固定資産

　　　建物

　　　構築物

　　　機械及び装置

　　　工具、器具及び備品

　　　工具、器具及び備品

　　　土地

　ⅳ高架下事業固定資産

　ⅲ休憩所等事業固定資産

　　有形固定資産

　　　建物

      構築物

　　　構築物

      機械及び装置

　　　工具、器具及び備品

　　　建設仮勘定

　　　土地

　　　建設仮勘定

　　無形固定資産

　ⅱ駐車場事業固定資産

　　有形固定資産

　　　建物

　　有形固定資産

　　　建物

　　　構築物

　　　機械及び装置

　　　車両運搬具

　　　工具、器具及び備品

　その他の流動資産

　貸倒引当金

　ⅰ高速道路事業固定資産

　未収収益

　有価証券

　仕掛道路資産

　貯蔵品

　受託業務前払金

貸　借　対　照　表

令和６年３月31日

資　産　の　部

　現金及び預金

　高速道路事業営業未収入金

　未収入金

　前払金

　前払費用

　契約資産



0

1,204

486

7

704

993

12 3,408

固 定 資 産 合 計 58,087

資 産 合 計 446,194

Ⅰ流動負債

60,735

6,825

2

3,305

78

631

211

1,627

119

9

998

642

流 動 負 債 合 計 75,186

Ⅱ固定負債

188,000

94,210

15,500

7

21,673

26

固 定 負 債 合 計 319,417

負 債 合 計 394,603

Ⅰ株主資本

13,500

13,500

資本剰余金合計 13,500

4,898

11,190

8,502 24,591

利益剰余金合計 24,591

株 主 資 本 合 計 51,591
純 資 産 合 計 51,591

負債・純資産合計 446,194

　　　安全対策・サービス高度化積立金

　利益剰余金

　　その他利益剰余金

　　　別途積立金

　　　繰越利益剰余金

純　資　産　の　部

　資本金

　資本剰余金

　　資本準備金

　その他の長期借入金

  リース債務

　退職給付引当金

　役員退職慰労引当金

　その他の流動負債

　道路建設関係社債

　道路建設関係長期借入金

　受託業務契約負債

　契約負債

　賞与引当金

　前受収益

　未払金

　未払費用

　未払法人税等

　預り金

　高速道路事業営業未払金

  一年以内返済予定長期借入金

  リース債務

負　債　の　部

　　その他の投資等

　　従業員に対する長期貸付金

　　繰延税金資産

　　敷金

　ⅶ投資その他の資産

　　関係会社株式

　　投資有価証券

　　　土地

　ⅵその他の固定資産

　　有形固定資産



首都高速道路株式会社

（単位：百万円）

　１．営業収益

273,537

53,616

1

128 327,284

　２．営業費用

184,144

53,616

88,667

1 326,430

854

　１．営業収益

827

497 1,325

　２．営業費用

1,138 1,138

187

　１．営業収益

843 843

　２．営業費用

632 632

210

　１．営業収益

121 121

　２．営業費用

98 98

22

　１．営業収益

4,603 4,603

　２．営業費用

4,546 4,546

56

1,330

Ⅵ．営業外収益

0

0

696

23

106

64 892

Ⅶ．営業外費用

29

10

10 49

2,173

Ⅷ．特別損失

100 100

2,073

203

121 325
1,748

　　　臨時損失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

経 常 利 益

　　　雑損失

　　　受取配当金

　　　土地物件貸付料

　　　雑収入

　　　支払利息

　　　原因者負担収入

　　　寄付金

　　　有価証券利息

休 憩 所 等 事 業 営 業 利 益

Ⅳ．高架下事業営業損益

　　　高架下事業収入

　　　高架下事業費

高 架 下 事 業 営 業 利 益

Ⅴ．受託業務事業営業損益

　　　受託業務収入

　　　受託業務費用

受 託 業 務 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

　　　受取利息

　　　休憩所等事業費

　　　道路資産賃借料

　　　道路資産完成原価

　　　管理費用

高 速 道 路 事 業 営 業 利 益

Ⅱ．駐車場事業営業損益

　　　駐車場事業収入

　　　駐車場営業雑収入

　　　駐車場事業費

駐 車 場 事 業 営 業 利 益

Ⅲ．休憩所等事業営業損益

　　　休憩所等事業収入

　　　受託業務費用

　　　その他の売上高

損　益　計　算　書

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

Ⅰ．高速道路事業営業損益

　　　料金収入

　　　道路資産完成高

　　　受託業務収入



首都高速道路株式会社
（単位：百万円）

安全対策・
サービス高度化

積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 13,500 13,500 13,500 9,534 10,154 3,154 22,843 49,843 49,843

事業年度中の変動額

安全対策・サービス高度化
積立金の取崩

△ 4,635 4,635 - - -

別途積立金の積立 1,035 △ 1,035 - - -

当期純利益 1,748 1,748 1,748 1,748

事業年度中の変動額合計 - - - △ 4,635 1,035 5,348 1,748 1,748 1,748

当期末残高 13,500 13,500 13,500 4,898 11,190 8,502 24,591 51,591 51,591

その他利益剰余金

資本準備金
資本剰余金
合計

利益剰余金
合計

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

株　　　主　　　資　　　本

純資産
合計

資本金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株主資本
合計



個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1 資産の評価基準及び評価方法
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券（市場価格のない株式等）
移動平均法による原価法を採用しております。

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
①仕掛道路資産
個別法による原価法を採用しております。

②貯蔵品

2 固定資産の減価償却の方法
（1） 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～50 年
構築物 ２年～60 年
機械及び装置 １年～17 年

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

（3）　　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3 繰延資産の処理方法
道路建設関係社債発行費
支出時に償却しております。

4 引当金の計上基準
（1） 貸倒引当金

（2） 賞与引当金
従業員へ支給する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

（3） 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

②数理計算上の差異の費用処理方法

③過去勤務費用の費用処理方法

（4） 役員退職慰労引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
を採用しております。

各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

なお、仕掛道路資産の取得原価は、建設価額に用地取得に係る費用その他の附帯費用を加算した価額に労務費・人件費
等のうち道路建設に要した費用として区分された費用の額及び除却工事費用その他道路資産の取得に伴い発生した費用の
額を加えた額としております。

また、仕掛道路資産の建設に充当した借入資金の利息で、当該資産の工事完了の日までに発生したものは建設価額に算入
しております。

なお、首都高速道路公団から承継した資産については、経過年数を考慮した耐用年数を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しておりま
す。



5 収益及び費用の計上基準

（1） 高速道路事業

（2） 受託事業

6 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1） 退職給付に係る会計処理

（2） 消費税等の会計処理

（表示方法の変更に関する注記）

損益計算書

（会計上の見積りに関する注記）

繰延税金資産の回収可能性
（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 704 百万円

（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

（貸借対照表に関する注記）

1 担保資産及び担保付債務

2 減価償却累計額

3 保証債務

4 併存的債務引受

5 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 104 百万円
短期金銭債務 13,691 百万円

6 175 百万円

高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第８条の規定により、当社の総財産を道路建設関係社債188,000百万円の一
般担保に供しております。

高速道路事業においては、高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧及びその他の管理等を行っております。料金収入
については、顧客が当社の管理する道路を通行した時点で収益を認識しております。また、道路資産完成高は、高速道路事
業等会計規則に基づき、仕掛道路資産を独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に引き渡した時点で収益を認
識しております。

受託事業においては、当社における高速道路事業と併せて施行することとされた他の道路の新設、改築、維持、修繕等を国、
地方公共団体等の委託に基づき実施しております。このうち、長期の工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充
足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時
点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税及び地方消費税については、
仕掛道路資産に係るものは仕掛道路資産の取得原価に算入し、それ以外は費用処理しております。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類に
おけるこれらの会計処理の方法とは異なっております。

有形固定資産は、減価償却累計額を控除した残額のみを記載しております。控除した減価償却累計額は、高速道路事業固定
資産51,842百万円、駐車場事業固定資産3,619百万円、休憩所等事業固定資産155百万円、高架下事業固定資産38百万
円、各事業共用固定資産4,894百万円であります。

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第15条の規定により、当社が高速道路の新
設、改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担し、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構により引
き受けられた債務204,978百万円については、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を負っておりま
す。

なお、当該債務のうち、社債に係る債務96,000百万円（額面）について、当社の総財産を一般担保に供しております。

有形固定資産の取得原価から控除した圧縮記帳累計額

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に併存的債務引受けにより引き渡した道路建設関係長期借入金10,570百
万円が減少しております。

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「原因者負担収入」は、重要性が増したため、当事業年度よ
り独立掲記しております。なお、前事業年度における「原因者負担収入」の金額は117百万円であります。

連結注記表における「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　6　会計上の見積りに関する注記」
に記載のとおりであります。



（損益計算書に関する注記）

1 関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 1,458 百万円
仕入高 67,722 百万円

営業取引以外の取引による取引高 703 百万円

2 臨時損失
社会貢献による医療費助成制度への拠出金 100 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の株式数

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産
貸倒引当金 53 百万円
賞与引当金 305 百万円
退職給付引当金 6,636 百万円
役員退職慰労引当金 8 百万円
未払事業税 179 百万円
繰越欠損金 2,428 百万円
その他 426 百万円

繰延税金資産小計 10,038 百万円
評価性引当額 △ 9,334 百万円
繰延税金資産合計 704 百万円

（道路資産賃借料に係る未経過リース料期末残高相当額に関する注記）

１年内 188,918 百万円
１年超 9,656,311 百万円
合計 9,845,230 百万円

（関連当事者との取引に関する注記）

1 親会社及び法人主要株主等

（注1） 社会貢献による医療費助成拠出金であります。
（注2） 取引金額には消費税等が含まれておりません。

              該当なし

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第13条第１項に規定する協定に基づき、独立行
政法人日本高速道路保有・債務返済機構から令和56年３月20日まで高速道路を借り受けております。
なお、これに係る未経過リース料期末残高相当額は下記のとおりであります。

医療費助
成拠出金
の支払
（注1）

100 － －
医療費助成拠出
金の支払

主要株主 東京都
東京都新
宿区

－
東京都行
政

(被所有)
直接
26.7％

関連当事者との
関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

議決権等の
所有（被所
有）割合

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は
職業



2 兄弟会社等

（注1） 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第13条第１項に規定する協定に基づき、
支払いを行っております。

（注2） 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と、平成18年３月31日付で締結し、令和５年１月23日付で一部変更
しました「都道首都高速１号線等に関する協定」を、令和６年３月28日付で一部変更しております。なお、これにより当事業
年度の道路資産賃借料の支払額の変更はありません。

（注3） 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第15条の規定により、高速道路の新設、
改築、修繕又は災害復旧に要する費用に充てるために負担した債務が、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機
構により引き受けられております。また、引受けが行われた債務のうち、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構
からの借入金を除く借入金等債務について、当社は独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構と連帯して債務を
負っております。なお、保証料は受け取っておりません。

（注4） 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構法（平成16年法律第100号）第12条第１項第４号に基づく無利子の
借入金であります。

（注5） 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には道路建設関係長期借入金を除き消費税等が含まれております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 1,910 円79銭
１株当たり当期純利益金額 64 円75銭

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表における「収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

道路資産
賃借料の
支払
（注1）
（注2）

184,144
高速道路
事業営業
未払金

20,334

道路資産
完成高

53,616
高速道路
事業営業
未収入金

50,304

道路資産
完成原価

53,616 － －

債務引受
けに伴う借
入金等債
務の減少
額
（注3）

10,570
高速道路
事業営業
未払金

2

債務保証
（注3）

204,978 － －

資金の借
入
（注4）

10
道路建設
関係長期
借入金

9,035資金の借入

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

道路資産の借受

道路資産完成高
及び債務引受け
等

借入金等の
連帯債務

なし

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内
容又は
職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者との
関係

主要株主
が議決権の
過半数を
自己の計
算において
所有してい
る会社等

独立行政
法人日本
高速道路
保有・債
務返済機
構

神奈川県
横浜市

5,651,681

高速道路
に係る道
路資産の
保有及び
会社への
貸付け、
承継債務
の返済等



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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第１号議案 剰余金の処分の件 
 
 

 

高速道路事業においては、将来の経済情勢の変動等による想定外

の収入の減少や管理費の増大に備えて、自己資本の充実を図る必要

があります。 

このため、当期の高速道路事業に係る純利益については、別途積

立金として積み立てることとし、当期末の剰余金の配当につきまし

ては、無配当とさせていただきたくお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

 

剰余金の処分に関する事項 

 （１）減少する剰余金の項目及びその額 

繰越利益剰余金    １，２１８，１８４，２３８円 

     

 （２）増加する剰余金の項目及びその額 

別途積立金      １，２１８，１８４，２３８円 

 

  

  

 

 

以  上 
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第２号議案 取締役選任の件 

 

本総会終結の時をもって取締役全員（６名）が任期満了となり
ますので、取締役６名の選任をお願いするものであります。 

その候補者は次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏  名 
（生年月日） 

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 
所有する
当社の株
式数 

１ 
根岸
ね ぎ し

 修史
なおふみ

 

（昭和 23 年 3 月 19 日生） 

昭和 46 年 4 月 

平成 15 年 6 月 

平成 20 年 10 月 

平成 21 年 3 月 

平成 27 年 3 月 

平成 29 年 6 月 

平成 30 年 6 月 

令和 4 年 6 月 

 

令和 5 年 6 月 

積水化学工業株式会社入社 

同 取締役経営管理部長 

同 取締役副社長執行役員 ＣＦＯ 

同 代表取締役社長 社長執行役員 

同 代表取締役会長 

同 取締役会長 

同 相談役 

首都高速道路株式会社取締役会長 現在

に至る 

積水化学工業株式会社特別顧問 現在に

至る 

― 

（重要な兼職の状況） 

みずほリース株式会社社外取締役 

２ 
寺
てら

山
やま

 徹
とおる

 

（昭和34年11月27日生） 

昭和 58 年 4 月 

平成 21 年 7 月 

 

平成 23 年 4 月 

平成 23 年 12 月 

平成 25 年 7 月 

平成 27 年 6 月 

平成 30 年 6 月 

令和 2 年 6 月 

首都高速道路公団（現 当社）採用 

首都高速道路株式会社建設事業部建設企

画グループ総括マネージャー 

同 東京建設局担当部長 

同 建設事業部付（首都高技術株式会社） 

同 建設事業部長 

同 神奈川建設局長 

同 常務執行役員 

同 代表取締役専務執行役員 現在に至

る 

危機管理総括、大規模更新・修繕総括、社

長特命事項（ＥＴＣ専用化） 

― 
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候補者 
番 号 

氏  名 

（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 
所有する
当社の株
式数 

３ 
土井
ど い

 弘
ひろ

次
つぐ

 

（昭和38年10月25日生） 

昭和 63 年 4 月 

平成 25 年 9 月 

 

平成 27 年 7 月 

平成 29 年 7 月 

平成 30 年 6 月 

令和 2 年 7 月 

令和 3 年 10 月 

令和 4 年 6 月 

建設省（現 国土交通省）採用 

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構企画部長 

国土交通省九州地方整備局道路部長 

同 道路局道路交通管理課長  

首都高速道路株式会社執行役員 

国土交通省関東地方整備局長 

一般財団法人経済調査会顧問 

首都高速道路株式会社取締役常務執行役

員 現在に至る 

経営企画部担当、更新・建設部副担当 

― 

４ 

中島
なかじま

 高志
た か し

 

（昭和 38 年 1 月 23 日生） 

 

新 任 

昭和 60 年 4 月 

平成 24 年 7 月 

平成 25 年 7 月 

平成 27 年 7 月 

平成 30 年 4 月 

令和 2 年 7 月 

令和 4 年 4 月 

 

令和 6 年 3 月 

東京都採用 

同 建設局企画担当部長 

同 建設局河川部長 

同 都市整備局都市基盤部長 

同 都市整備局理事 

同 建設局長 

同 東京都技監 

（兼）同 建設局長 

同 退職 

― 

５ 
江戸
え ど

 耕
こう

介
すけ

 

（昭和 38 年 8 月 2 日生） 

昭和 63 年 4 月 

平成 22 年 7 月 

 

平成 26 年 7 月 

 

平成 28 年 7 月 

平成 29 年 7 月 

令和 2 年 6 月 

令和 4 年 6 月 

首都高速道路公団（現 当社）採用 

首都高速道路株式会社総務・人事部人事グ

ループ総括マネージャー 

同 総務・人事部付（首都高電気メンテナ

ンス株式会社） 

同 東京東局総務・管理部長 

同 事業開発部長 

同 総務・人事部長 

同 取締役常務執行役員 現在に至る 

営業企画部、事業開発部担当、総務・人事

部副担当 

― 

 

 

 

 

 

 



 

候補者 

番 号 

氏  名 

（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 
所有する
当社の株
式数 

６ 

佐藤
さ と う

 守
もり

孝
たか

 

（昭和46年10月10日生） 

 

新 任 

平成 6 年 4 月 

平成 29 年 7 月 

令和元年 7 月 

令和 3 年 5 月 

令和 5 年 7 月 

建設省（現 国土交通省）採用 

国土交通省都市局まちづくり推進課長 

同 大臣官房調査官 

復興庁統括官付参事官 

国土交通省中部地方整備局副局長 

（併）総務部長 現在に至る 

― 

（注）取締役候補者と当社との間に、特別な利害関係はありません。 

（注）取締役候補者のうち、根岸修史氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号の社外 

取締役候補者であります。 

根岸修史氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は長年にわたり積水化学工業株

式会社の経営に携わり、その経歴を通じて培った会社経営等での豊富な業務経験と見

識を活かし、業務執行者から独立した客観的な立場に基づく経営の監督とチェック機

能を期待したためであります。 

なお、同氏の在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。 

（注）当社は、根岸修史氏との間で次の内容の責任限定契約を締結しております。同氏の

再任が承認された場合、当社は同氏との間で、当該契約を継続する予定であります。 

・取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第

４２７条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記責任が認められるのは、取締役がその原因となった職務の遂行について善意

でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 

 

 

 



第３号議案 監査役選任の件 

 

監査役森末治氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、

改めて、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

なお、監査役候補者山口寛峰氏は、監査役森末治氏の補欠とし

て選任されることとなりますので、その任期は当社定款の定めに

より、森末治氏の任期の満了すべき時までとなります。 

本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

その候補者は次のとおりであります。 

 

氏  名 

（生年月日） 
略歴、地位及び重要な兼職の状況 

所有する

当社の株

式数 

山口
やまぐち

 寛
ひろ

峰
たか

 

（昭和 45 年 5月 10 日生） 

平成 6 年 4 月 

平成 28 年 4 月 

平成 29 年 8 月 

 

令和元年 8 月 

令和 3 年 7 月 

令和 5 年 3 月 

警察庁採用 

千葉県警察本部警務部長 

警察庁警備局付 

（併）内閣官房副長官補付 

同 生活安全局生活経済対策管理官 

熊本県警察本部長 

警察庁生活安全局生活安全企画課長 現在

に至る 

― 

（注）監査役候補者山口寛峰氏と当社との間に、特別な利害関係はありません。 
（注）監査役候補者山口寛峰氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号の社外監査役候補

者であります。 
社外監査役候補者の選任理由は以下のとおりであります。 
○ 山口寛峰氏につきましては、警察における組織マネジメント等の豊富な業務経

験と見識を活かし、会社全体の業務の適正性を確保するという観点からの監査を

期待しております。なお、同氏は民間企業の経営に関与されたことはありません

が、上述の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるも

のと判断しております。 
（注）監査役候補者山口寛峰氏の選任が承認された場合、当社は山口寛峰氏との間で次の

内容の責任限定契約を締結する予定であります。 

・監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第

４２７条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。 

・上記責任が認められるのは、監査役がその原因となった職務の遂行について善意

でかつ重大な過失がないときに限るものとする。 
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第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件 

 

本総会終結の時をもって退任する取締役前田信弘氏、取締役藤井

健氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基

準に従い、妥当な範囲内で退職慰労金を贈呈したいと存じます。 

 なお、その金額、時期、方法等の決定は、取締役会の協議にご一

任願いたいと存じます。 

退任取締役の略歴は次のとおりであります。 

 

氏  名 
（生年月日） 

略     歴 

前田
ま え だ

 信
のぶ

弘
ひろ

 

（昭和 31 年 2月 15 日生） 

 

令和元年 6 月 

令和 3 年 6 月 

 

首都高速道路株式会社代表取締役専務執行役員 

同 代表取締役社長 現在に至る 

藤井
ふ じ い

 健
たけし

 

（昭和 34 年 1月 7 日生） 

 

令和 3 年 6 月 

 

 

首都高速道路株式会社代表取締役専務執行役員  

現在に至る 
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